
2010年度 修士学位論文一覧

専 攻 コース 氏 名 論文テーマ（学位授与記録簿)

法 学 リーガル・
スペシャリスト 石 原 宏 隆 共同相続における債務承継と遺言執行

法 学 リーガル・
スペシャリスト 右近倫太郎 非課税となる損害賠償金の再検討

法 学 リーガル・
スペシャリスト 大 橋 夏 海 信託における遺留分制度の意義と運用方法

法 学 リーガル・
スペシャリスト 鎌 田 直 弥 前期損益修正額が帰属すべき事業年度の再検討――法人税法22条４項の

意義をふまえて――

法 学 リーガル・
スペシャリスト 加茂川悠介 一時所得における「その収入を得るために支出した金額」の検討――裁

判例及び裁決例の検討を中心に――

法 学 リーガル・
スペシャリスト 楠 木 孝 明 収益・費用の計上時期の再検討――不法行為による損害賠償請求権を中

心に――

法 学 リーガル・
スペシャリスト 倉 見 延 睦 デット・エクイティ・スワップに係る課税問題――債務消滅益に対する

課税の検討を中心に――

法 学 リーガル・
スペシャリスト 近 藤 文 哉 年金保険からみた相続税と所得税の交錯――所得税法９条１項15号の

「相続により取得するもの」の検討を中心に――

法 学 リーガル・
スペシャリスト 塩 見 健 二 破産に伴う換価より生じる消費税の申告・納税義務の所在――名古屋高

金沢支判平成20年６月16日を題材にして――

法 学 リーガル・
スペシャリスト 玉 井 優 支 成年後見制度の展望――「自己決定の尊重」の観点から――

法 学 リーガル・
スペシャリスト 中 川 友 里 相続放棄のための熟慮期間の起算点

法 学 リーガル・
スペシャリスト 中 村 真 紀 重加算税賦課要件に係る一考察――第三者が行った隠ぺい又は仮装を中

心に――

法 学 リーガル・
スペシャリスト 野 村 亮 太 積極的安楽死における違法性阻却の検討

法 学 リーガル・
スペシャリスト 橋 本 康 平 受益者連続信託における資産税課税の検討――後継ぎ遺贈型の受益者連

続信託を中心に――

法 学 リーガル・
スペシャリスト 畑 桜 裁判員制度下における手続二分制の有効性

法 学 リーガル・
スペシャリスト 濵 口 大 輔 名誉毀損に対する新しい救済手段――反論権制度の構築――

法 学 リーガル・
スペシャリスト 藤 井 麻 見 交際費等の意義と範囲の再検討――隣接費用との比較や最近の裁判例を

中心にして――
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法 学 リーガル・
スペシャリスト 堀 田 陽 子 代償分割における代償金の取得費性についての再検討

法 学 リーガル・
スペシャリスト 望 月 一 成 役員の分掌変更等に伴う役員退職給与の損金性――役員退職給与の意義

から考察した退職の事実の要件の検討を中心に――

法 学 法 政
リサーチ 荒 木 智 代 藁の上からの養子保護の確立に向けて

法 学 法 政
リサーチ 佐 藤 恵 オーフス条約の運用の現状と日本の環境法における課題

法 学 法 政
リサーチ 住田安希子 臓器移植法における死の線引き――現象学的視点の導入を試みて――

法 学 法 政
リサーチ 中嶋友起子 市場規制における法と市民社会

法 学 法 政
リサーチ 馴 田 文 雄 戦後の山川均――運動へのかかわりと「弁証法的現実主義」――

法 学 法 政
リサーチ 松 岡 恒 平 独占禁止法における課徴金制度の再構成――裁量型の課徴金制度――

法 学 法 政
リサーチ 芳野みなみ タックス・ヘイブン対策税制の意義と今後のあり方――特定外国子会社

等に生じた欠損金を内国法人の損金に算入することの可否を中心に――

法 学 研 究 木 下 雄 一 国際紛争解決過程における国際司法裁判所の役割――交渉過程における
司法的解決の「促進的機能」――
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